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コロナ禍に強いイノベーションと弱いイノベーション： 

日本の地方企業における新型コロナウイルスとオープン・イノベーション活動の関係 

 

要旨 

【研究目的】 

本研究は、企業における新型コロナウイルス（COVID-19）到来直前の研究開発やイノベ

ーション活動と COVID-19 の影響の関係を、売上や営業利益といった経営パフォーマンス

指標から明らかにすることを目的とする。2008 年の世界的な金融危機、そして 2019 年の

COVID-19 と、企業経営に大きなダメージをもたらす危機は断続的に繰り返される。本研

究の結果が、次の危機に備えるための一材料となることを目指す。特に本研究は、次の 3 点

の特徴をもって新たな学術的・社会的貢献を果たすことを狙いとする。①COVID-19 が到

来する直前のイノベーション活動やその成果と、COVID-19 によるダメージとの関係を可

視化する。②pre-COVID におけるオープン・イノベーション活動の実績と COVID-19 の影

響の関係を明らかにする。③イノベーション活動の専有可能性と COVID-19 のダメージの

関係を明らかにする。 

【研究方法】 

本研究で用いるデータセットは、北陸や甲信越を中心に地方に拠点を置く企業 172 社に

対する質問票調査結果から構成される。質問票は 2020 年 9 月から順次郵送し、最終的に

2021 年 1 月までに回収した 134 社を標本集団とした。また質問票調査終了後に、結果の解

釈や議論を補足する目的で、質問票調査回答企業のうち 5 社に追加のインタビュー調査を

行った。 

【結果・発見事実】 

分析の結果、次の 3 点が明らかになった。第一に、pre-COVID-19 の研究開発投資の高さ

が、COVID-19 到来後の売上や営業利益へのダメージを弱める効果が認められた。第二に、

COVID-19 到来直前の 4 年間の間に新しい製品やサービスを上市した企業ほど COVID-19

のダメージが大きいことが明らかになった。特に、COVID-19 の直前に実現したプロダク

ト・イノベーションやプロセス・イノベーションは、比較的大きなダメージを負っている可

能性が示された。第三に、自社単独で実現したイノベーションよりも、他社と連携して実現

したイノベーションの方が、COVID-19 のダメージは小さいことが明らかになった。この

ことは、知財のオープン化の視点からも実証された。 
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本文 

 

１．はじめに 

新型コロナウイルス（COVID-19）は、需要の消失と供給能力の落ち込みから世界的な経

済危機をもたらした（Apedo-Amah et al., 2020）。先進国の中でもいち早く COVID-19 が

蔓延した欧州では、2020 年 3～4 月に歴史的な経済活動の低迷を記録した。中でも製造業

は最も大きなダメージを受けた産業の 1 つとされている（ILO, 2020）。例えば米国では、

第 2 次世界大戦以降で最大となる生産量の落ち込みを見せた（Badkar & Greeley, 2020）。

また英国では、2020 年 4 月に 97％の販売額の減少を示した。これらの要因として、2020

年 3 月中旬からの欧州や米国における都市封鎖（ロックダウン）や移動制限などにより、全

世界でほぼ一斉に多くの製品需要が減少したこと、ならびに中間財の供給が滞ることで操

業停止に追い込まれる事態が発生したことが挙げられる（Apedo-Amah et al., 2020）。 

このような状況の中、ビジネスに対する COVID-19 のインパクトを定量的に計測しよう

という研究が 2020 年中ごろから少しずつ見られるようになった。これらの研究の一部は、

計測された結果から未来を予測することで、今後の産業政策の立案や見直しを提言してい

る。 

しかしながら、COVID-19 前後における企業の研究開発やイノベーション活動と経営パ

フォーマンスの関係に焦点を当てた研究はまだほとんど見かけない。特に研究開発や知財

マネジメントのオープン化を対象とした研究は、筆者が調べる限りにおいて皆無に等しい。

そこで本研究では、企業における COVID-19 以前（pre-COVID）の研究開発やイノベーシ

ョン活動と COVID-19 の影響の関係を、売上や営業利益といった経営パフォーマンス指標

を用いて検証する。その上で、新たな事業戦略やイノベーション戦略の立案に資する知見の

提供を目的とする。2008 年の世界的な金融危機、そして 2019 年の COVID-19 と、企業経

営に大きなダメージをもたらす危機は断続的に繰り返される。この間、日本では、2011 年

の東日本大震災にも直面した。本研究の結果が、次の危機に備えるための一材料となること

を目指す。 

特に本研究は、次の 3 点の特徴をもって新たな学術的・社会的貢献を果たすことを狙い

とする。1 つ目は、COVID-19 が到来する直前のイノベーション活動やその成果と、COVID-

19 によるダメージの関係の可視化である。COVID-19 のインパクトの有無や大小は、その

直前までの取組みによって大きく変わることは容易に想像される。直感的には、活発にイノ

ベーションを推進してきた企業ほど COVID-19 のダメージは少ないと予想されるが、本当

だろうか。 

2 つ目は、pre-COVID におけるオープン・イノベーション活動の実績と COVID-19 の影

響の関係を仔細に検討することである。一言でオープン化活動と言っても、そこには多様な

連携相手が存在する。有効な知識や技術は、サプライヤー、ユーザ、大学、競合他社、異業

種の企業など、あらゆる外部組織からもたらされる可能性がある（Laursen and Salter, 
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2006; Laursen, 2012）。実際に、外部知識の活用がイノベーション活動のパフォーマンスを

高める効果があることも、多くの研究によって実証されている（e.g. Grimpe and Sofka, 

2009; Garriga, von Krogh and Spaeth, 2013, Nishikawa and Kanama, 2019）。そこで本

研究では、pre-COVID におけるオープン・イノベーション活動は COVID-19 のダメージを

低減するのか、するとしたらどのような連携実績があると COVID-19 のダメージを小さく

するのかについて明らかにする。 

3 つ目は、イノベーション活動の専有可能性と COVID-19 のダメージの関係の検証であ

る。オープン・イノベーションは多くのメリットが報告されている一方で，事業のオープン

化に対するデメリットや課題を主張する研究報告もある。その 1 つがオープン化の多様性

と専有可能性の兼ね合いである（Lausen and Salter, 2014; Dahlander and Gann, 2010）。

本研究では特に知的財産に着目し、どのような知財マネジメントを採用することが COVID-

19 のダメージを小さくするのかを検証する。 

 

２．研究方法 

本研究で用いるデータセットは、北陸や甲信越を中心に地方に拠点を置く企業 172 社に

対する質問票調査結果から構成される。質問票は 2020 年 9 月から順次郵送し、最終的に

2021 年 1 月までに回収した 134 社を標本集団とした。回収率は 78％であった。 

質問票はフェイスシートの 4 問を含む 16 問構成で、うち 2 問が自由記述となる。質問の

設計として、文部科学省科学技術・学術政策研究所が実施している「全国イノベーション調

査 2018」を参考にした。ただし、同調査は質問数が多く回答者に対する負担が大きいこと

から、同調査を参考としつつ、これを簡略化させる形で作成した。 

図表 1 に主な記述統計量を示す。標本全体の企業規模としては、大企業から中小企業ま

でを含む構成になっているものの、売上高の中央値は 73 億円、従業員数の中央値は 260 人

と、やや中規模から小規模企業の数が多くなっている。先行研究の多くは上場企業を分析対

象としており、結果的に大企業がサンプルの中心になっている。一般に大企業は多角的に事

業を展開しているため、COVID-19 がもたらす影響も企業レベルの分析では結果の解釈が

難しい。本来は事業毎にサブサンプルを設定すべきところだが、そうするとデータセット構

築の難易度が急速に高まる。その点、本研究で対象とした企業の多くは、経営規模がそこま

で大きくないため、COVID-19 の影響が比較的ストレートに企業全体の経営パフォーマン

スにつながると考えられる。 

また、質問票調査終了後に、結果の解釈や議論を補足する目的で、質問票調査回答企業の

うち 5 社に追加のインタビュー調査を行った。インタビュー対象者は、新事業企画部門の

責任者（2 社）、技術開発部門の責任者（2 社）、および代表取締役（1 社）である。 
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図表 1 記述統計量 

 平均 中央 標準偏差 最大 最小 

売上高（百万円） 69,201 7435 302,081 2,444,870 50 

営業利益額（百万円） 7,743 393 33,406 250,707 1 

研究開発費（百万円） 1,536 14 9,807 74,761 0 

従業員数 650 260 1,043 4,500 3 

 うち正社員数 546 207 906 4,000 2 

創業年 1961 1960 23 2018 1899 

 

 

３．集計結果 

３．１．業種 

 図表 2 に業種別の集計結果を示す。回答企業の業種は多岐に渡るため、ここでは 4 社以

上が含まれる業種のみを示している。結果的に製造業とサービス業の割合がおよそ 50：50

となっており、日本全体の比率とは異なる。したがって、回答結果も製造業側にバイアスが

かかっているものと思われる。 

 

図表 2 業種別の回答企業数 

 

３．２．プロダクト・イノベーションの実現の有無 

本研究では、プロダクト・イノベーションの定義を全国イノベーション調査に合わせ1、

                                                  
1 全国イノベーション調査 2018 では、イノベーションをプロダクト・イノベーション、プロセス・イノベ

ーション、組織イノベーション、マーケティング・イノベーションの 4 つに区分している。その中で、プ

ロダクト・イノベーションの定義は次の通りである。「新しい又は改善した製品・サービスを市場に導入す



6 

「新しい又は改善した製品・サービスを市場に導入すること」とした。その上で、2016 年

から2019年の間にプロダクト・イノベーションを実現したかどうかを質問した。その結果、

4 年間で実現した企業は約 8 割と、高い値を示している。 

また、プロダクト・イノベーションを実現した場合、それが製品とサービスどちらなのか

についても回答を得ている。製造業が半数を占める標本の特性から、製品と回答した企業が

多くなっている。 

 

図表 3 プロダクト・イノベーションの実現の有無（左）と製品／サービスの区別（右） 

 
 

３．３．公的支援の有無とその種類 

2016 年から 2019 年の間に公的支援を受けたかどうかを尋ねた結果が図表 4 となる。お

よそ 29％の企業（39 社）が公的支援を受けたと回答しており、その半数強が自治体やその

関連機関から、何らかの財政支援を受けていた。この 39 社はすべて 2016 年から 2019 年

の間にプロダクト・イノベーションを実現していることから、イノベーション活動と公的支

援は強い関係があると考えられる。 

 

図表 4 公的支援の有無とその種類 

 

 

                                                  
ること。新しい又は改善した製品・サービスとは、自社の以前の製品・サービスとはかなり異なるもので、

他社が既に市場に導入していても良い。」本研究でもこの定義を踏襲した。 
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３．４．競合他社数 

 回答企業における主力事業の製品やサービスに関する競合他社の数を、「0 社」から「25

社以上」まで 6 段階に分けて確認したのが図表 5 となる。5 から 9 社が最も多く、次いで 1

から 4 社となっている。また、25 社以上と回答した企業も 17％存在する。 

 

図表 5 主力事業の製品またはサービスに関連する競合他社数 

 
 

３．５．イノベーションの開発形態と連携相手 

 プロダクト・イノベーションを実現した回答企業のうち、自社単独で開発したのか、それ

とも他機関と連携したのかを問うたのが図表 6 である。自社のみで開発した場合と他機関

と連携した場合の割合はおよそ半々となっている。 

また、その連携相手を確認したところ、自社グループ外の企業が最も多く、次いで大学等

の高等教育機関、公的研究機関、顧客等となる。その他、サプライヤーや民間試験研究機関

も含め、連携相手は多岐に渡っている。 

 

図表 6 プロダクト・イノベーションを実現した企業の主な開発形態 
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図表 7 他機関と連携して開発した場合の主な連携相手（単位：企業数）（複数回答可） 

 
 

３．６．知的財産活動 

 2016 年から 2019 年の間にどのような知的財産活動を行ったかを確認した（図表 8）。そ

の結果、特許や商標の取得が多く、次いで意匠となっている。その他、他機関と連携した知

財マネジメントを採用した企業も一定数存在している。 

 

図表 8 2016 年から 2019 年の間に行った知的財産活動の内訳 
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３．７．採用した戦略 

 2016 年から 2019 年の間に、どのような戦略を採用したかを問うた結果が図表 9である。

16 の戦略について、「採用していない」、（採用した場合）「目標を達成した」、「ある程度目

標を達成した」、「目標を達成していない」の 4 つの選択肢から選んでもらった。その結果、

「既存製品・サービスの高品質化」や「既存顧客の満足度の向上」において、一定程度以上

の目標を達成した企業が多いことがわかる。一方、3 項目用意した「データ利活用」に関す

る戦略はいずれも際立って低い。次いで「既存製品・サービスの低価格化」、「製品・サービ

スの配送・流通方法」、「異業種との連携」が低くなっている。 

 これらの戦略について、成功確率と難易度を算出した結果が図表 10 である。先に挙げた

「データ利活用」（3 項目）や「異業種との連携」は、挑戦する割合が低く、かつ挑戦した

中でも目標達成した割合は低い。一方、「既存顧客の満足度の向上」や「既存製品・サービ

スの高品質化」は、挑戦への敷居が低く、かつ目標達成も容易であることがわかる。 

 

図表 9 2016 年から 2019 年の間に採用した戦略 
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図表 10 2016 年から 2019 年の間に採用した戦略の成功確率と朝鮮のしやすさ 

成功確率 ＝（目標を達成＋ある程度達成）／（目標を達成＋ある程度達成＋達成してない） 

挑戦のしやすさ ＝ 採用した／全体 
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３．８．戦略を実行する際に直面した障壁 

 図表 9 で選択した戦略を立案・実行する際に直面した障壁に関する 13 の項目について、

それぞれどの程度の影響があったか（あるいはなかったか）を評価してもらった結果が図表

11 である。最も影響が大きかったと考えられるのが、「影響度大」が最多となる「新しい人

材の獲得の困難」や「研究開発力の不足」であった。また、「影響度中」で最多となる「自

社内における能力のある従業員の不足」を含め、一定の知識やスキルを持つ人材が不足して

いるという認識が強いことが見て取れる。 

また、図表 11 の結果について、サンプルをプロダクト・イノベーション成功群に限定し

たのが図表 12 である。これを見る限り、イノベーション成功群だけあって多くの障壁に関

する項目はあまり影響を与えていない一方、やはり人材不足に関する影響は大きいと言え

る。 

 

図表 11 戦略を実行する際に直面した障壁 
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図表 12 戦略を実行する際に直面した障壁（プロダクト・イノベーション成功群） 
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３．９．COVID-19の影響 

 最後に、2020 年 9 月の時点における COVID-19 の影響について、10 の項目について「増

加（加速）した」、「変わらない」、「減少（減速）した」の 3 択で回答してもらった結果を図

表 13 に示す。一見していずれの項目でも大きなダメージを受けていることがわかる。中で

も減少したという割合が大きいのが「顧客からの発注」や「既存事業の販促や営業活動」で

あり、これらが結果的に「売上」や「営業利益」を圧迫していると考えられる。 

 

図表 13 COVID-19 の影響 

 

 

４．本研究の問題意識と射程：コロナに強いイノベーションとは 

 以上の単純集計結果を踏まえ、第 1 章で述べたように、本研究では改めて問題意識と分

析の射程を 2016 年から 2019 年までのイノベーションの実現とコロナダメージの関係に据

えて整理する。 

 図表 14 は、縦軸に COVID-19 のダメージ（売上）の有無を、横軸にプロダクト・イノベ

ーション実現の有無を取り、回答企業 134 社を分類した結果である。これを見ると、COVID-

19 の悪影響があったのは、イノベーションを実現していない企業（図表左）の場合では 43

社中 25 社（58%）である反面、イノベーション実現した企業（図表右）では 91 社中 68 社

（75%）と、明らかにイノベーション実現群の方が COVID-19 のダメージを受ける可能性

が高くなっている。結果的に、図表右下の「イノベーション実現×COVID-19 悪影響あり」

が最多勢力となっている。これはいったいどのように解釈したらよいのだろうか。本来であ

れば、pre-COVID-19 においてイノベーティブな企業の方が COVID-19 のダメージを小さ

く抑えることができると考えてもおかしくない。それが、本研究では逆の結果となっている。 

増加（加速）
した

変わらない
減少（減速）

した
増加-減少

売上 15.7 15.7 68.6 -52.9

営業利益 12.9 18.6 68.6 -55.7

新製品・新サービスの開発 7.5 67.2 25.4 -17.9

既存事業の販売促進や営業活動 0.0 35.7 64.3 -64.3

原材料の仕⼊れ 3.1 53.8 43.1 -40.0

顧客からの発注 4.4 25.0 70.6 -66.2

社内業務の進捗 5.7 57.1 37.1 -31.4

社外との連携 7.1 38.6 54.3 -47.1

新規⼈材採⽤ 8.6 60.0 31.4 -22.9

事業計画の⾒直し 22.9 50.0 27.1 -4.3
単位：％
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図表 14 プロダクト・イノベーションと COVID-19 のダメージの関係 

 
 

 そこで改めてプロダクト・イノベーション実現群のみを抽出し、その中で COVID-19 の

ダメージがあった企業となかった企業の戦略的特徴を確認した。その結果を図表 15 にまと

める。まずプロダクト・イノベーションを実現したにも関わらず COVID-19 のダメージが

あった B グループから見ていくと、積極的に知財を取得したり、プロダクトだけではなく

プロセス・イノベーションにも注力したりと、いわゆるイノベーティブな企業活動の特徴が

浮かび上がる。 

 その一方、プロダクト・イノベーションを実現し、かつ COVID-19 のダメージがなかっ

た企業の特徴を抽出すると、研究開発段階から他機関と連携し、知財マネジメントにおいて

も積極的に他社の知財を活用している様子が浮かび上がった。また、図表 9 および 10 にお

いて、データ利活用を推進することの難しさを示したが、特にこの A グループにおいては、

それに果敢に挑戦している割合が突出して高かった。 

 つまり、プロダクト・イノベーション実現企業における COVID-19 のダメージの有無と

イノベーション活動の特徴の関係において、本研究のデータセットから見えてくる特徴と

して次の 2 点が考えられる。 

 プロダクト・イノベーションを実現している企業の方が COVID-19 のダメージが大き

い 

 プロダクト・イノベーションを実現し、かつ COVID-19 のダメージがなかった企業は

オープンな研究開発戦略や知財マネジメントを採用していた。また、データ利活用や異

業種連携にも積極的であった。 

 

 これらの点について、本研究では改めて文献調査を行い、学術的な背景を整理した上で仮

説を生成し、重回帰分析を用いて検証を行う。 
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図表 15 プロダクト・イノベーション実現企業における COVID-19 のダメージの有無の差

異とイノベーション活動の特徴の関係 

 

 

５．学術的背景と仮説生成 

５．１．企業の研究開発・イノベーション活動とCOVID-19の関係 

企業のイノベーション活動に対する COVID-19 の影響を検証した研究報告は徐々に見ら

れるようになった。その中で、Han（2020）は中国の製造業を主な対象として、COVID-19

の研究開発活動に対するインパクトを固定効果モデルを使って実証した。その結果、企業規

模に関係なく、COVID-19 は研究開発費を増加させる効果があったと報告している。 

その一方、他国では COVID-19 により研究開発費が減少したという研究報告もある

（Barrero et al., 2020）。ロックダウン等により需要が消滅した状況を生き残るため、多く

の企業は流動資産を減少させており、そのような状況下で可能な限り雇用や給与支払いを

維持する努力がなされていることなどが理由として考えられる（Bosio et al., 2020）。 

この点に関連して、Biswas（2020）は、COVID-19 と研究開発の関係を売上高ベースで

計測・評価した数少ない研究の 1 つである。この研究では、インドの上場製造業を対象に、

イベントスタディの評価で頻繁に活用される累積異常収益率（cumulative abnormal 

return）や固定効果における差分の差分法（difference in differences）を活用し、企業にお

ける pre-COVID の研究開発投資が、COVID-19 到来後の研究開発活動および売上高へのダ

メージを弱める効果があることを実証した。 

さらに、2008 年の世界金融危機の前にイノベーションに対する投資を行っていた企業ほ

ど、イノベーション・パフォーマンスへの危機のダメージを軽減していたという報告がある

（Zouaghi et al., 2018）。これに関連して、欧州を対象とした研究においても、研究開発集

約度の高い企業ほど、世界金融危機の最中あるいは危機後に高い経営パフォーマンスを維
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持していた（Lome et al., 2016）。また、韓国内における調査においても、過去における研

究開発への投資は、世界金融危機中の韓国市場における生存率の高さにつながったとして

いる（Jung et al., 2018）。 

そこで以上の議論を受け、次の仮説を生成する。 

 

仮説 1-1：COVID-19 以前の研究開発集約度が高い企業ほど、COVID-19 のダメージは小さ

い 

 

先行研究では、pre-COVID-19 における単独あるいは複数のイノベーションを実現した企

業が、COVID-19 到来後、どのような影響を受けたのかはほとんど検証されていない。Brem 

et al（2020）や Zouaghi et al.（2018）は、世界金融危機が特許の生産性やイノベーション

創出にネガティブな影響をもたらしたことを示しているが、危機の前にイノベーティブだ

った企業とそうでない企業における危機の影響度の比較は行っていない。直感的には、研究

開発投資の場合と同様に、多くのイノベーションを実現した企業ほど、市場の変化に柔軟に

対応することで COVID-19 のダメージを小さくすることが可能と考えられる。一方で、

COVID-19 の直前に実現したイノベーションは、製品やサービスとして上市されてから日

が浅く、十分に市場に定着していない可能性がある。その場合、新しい製品やサービスを上

市して間もない事業ほど COVID-19 のダメージを受けやすいという可能性も想定される。 

このように、pre-COVID イノベーションの実現と COVID-19 の関係に関する実証を行っ

た先行研究は極めて少なく、推定結果はプラスとマイナスのどちらにも振れ得るが、本研究

では次の仮説を生成し、これを検証する。 

 

仮説 1-2：COVID-19 以前にプロダクト・イノベーションを実現した企業ほど、COVID-19

のダメージは小さい 

 

５．２．オープン・イノベーションとCOVID-19の影響 

イノベーション活動において求められる知識・技術が高度化している現在においては、社

会に広く分布している知識・技術を活用し、新たな価値を生み出していくことが重要とされ

る（Laursen, 2012）。オープン・イノベーションに関するこれまでの研究を振り返ると、オ

ープン・イノベーション活動と経営パフォーマンスの関係に関する研究（e.g. Laursen & 

Salter, 2006; Mazzola, et al., 2012）、オープン・イノベーション活動の多角化・多様化に関

する研究（e.g. Nishikawa & Kanama, 2019; Belderbos et al., 2010）、標準化やプラットフ

ォーム・ビジネスとの関係に関する研究（e.g. 立本ほか, 2010）、クローズ戦略との関係や

知財マネジメントに関する研究（e.g. Laursen & Salter, 2014; 米山ほか, 2016）など多岐

にわたっている。 

これらの研究からは、研究開発のオープン化に成功した企業ほど、少なくとも一定期間、
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その競争力を保っていることがわかる。また、従前から見られるような、自社グループ内の

企業やサプライヤー、大学のみならず、顧客等も含めた連携が強固なプラットフォームを築

き、長期的な収益化を可能にしている（Jacobides, 2019; 木川ほか, 2020）。国内の企業を

対象とした実証研究からも、多くの組織と連携して実現したイノベーションほど、そこから

の収益化に成功していることが明らかになっている（Kanama & Nishikawa, 2017）。 

そこで本研究は、以下の仮説を生成し、研究開発活動のオープン化と COVID-19 の影響

の関係を検証する。 

 

仮説 2-1：自社単独で実現したイノベーションよりも、他社と連携して実現したイノベーシ

ョンの方が、COVID-19 の影響は小さい 

仮説 2-2：イノベーション活動における連携相手の数が多いほど、COVID-19 の影響は小さ

い 

 

５．３．知財マネジメントとCOVID-19の影響 

外部組織と連携する際には、企業は何らかの方法で自社の技術や知識を守る必要がある

（Cassiman and Veugelers, 2002; Breschi and Lissoni, 2001）。企業は、外部組織の知識

を得たり、あるいは外部組織と連携するために、ある程度の自社の知識をオープンにしなけ

ればならない。その一方、外部との連携や自社技術のオープン化には社内で秘匿すべき知識

が流出してしまうというリスクが存在する（Breschi and Lissoni, 2001; Cassiman and 

Veugelers, 2002）。この予期せぬ漏えいに対応すべく、企業は特許や意匠をはじめ様々な法

的手続きを通して様々な防衛策を講じている（Grimpe and Hussinger, 2014)。 

また、ある 1 種類の知財の活用は、その他の知財の活用を促す効果があると言われる

（Gambardella and Giarratana, 2013）。例えば、特許権と同時に意匠権を取得したり、法

的に権利化されない技術を別途ノウハウとして営業秘密化したりといった例は多い

（Hussinger, 2006)。つまり、知財はただ 1 つで機能するわけはなく相互補完性が認められ

る（Cohen et al, 2000）。したがって、そもそも知財は研究開発の成果の一部にすぎないと

いう指摘（Levin et al., 1987）があるものの、上述したようなイノベーションの収益化に対

する法的保護による専有可能性の効果は確認されてきた（Arora and Gambardella, 2010）。 

そこで以下の仮説を生成する。 

 

仮説 3-1：多様な知的財産権を取得しているほど、COVID-19 の影響は小さい 

 

ただし、このような法的な保護は完全ではなく、特許等の書面による知識伝搬のみならず、

技術者の引き抜き（Fujiwara and Watanabe, 2013）や、リバース・エンジニアリング

（Hussinger, 2006）などによって、いずれ有用な技術や知識はスピルオーバーしていくこ

とになる。そのため、企業は自社技術の専有可能性を高めた上で、外部との連携の成果を最
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大化するために一定の技術や知識を自ら公開するというオープン化戦略を模索することに

なる（Perkmann and Walsh, 2009）。 

最近のオープン・イノベーションでは、自社が保有する知的財産に製品・事業展開におけ

る防衛的役割だけではなく、外部活用を通じた市場形成やイノベーションの推進という積

極的な役割が付与される。金間・西川（2017）によれば、多様な知財権を取得している企業

ほど、技術提供に積極的で、かつ経営パフォーマンスは高いことが明らかになっている。 

そこで以下の仮説を生成する。 

 

仮説 3-2：知財活用の連携手段が多いほど、COVID-19 の影響は小さい 

 

６．推定モデル 

以上の仮説を検証するための推定モデルを（1）式に示す。 

 

𝑑𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒 ൌ 𝛼  𝛽 ൈ 𝑂𝑝𝑒𝑛𝐼𝑛𝑛𝑜  𝛾𝑋
ୀଵ

 𝜀   ሺ1ሻ 

 

添え字の i はアイデアの投函者を表す。α、β、γ は推定するパラメータ、ε はNሺ0, 𝛿ఌଶሻに

従う誤差項を示している。被説明変数である damage には、売上と営業利益に対する

COVID-19 の影響についての結果を用いた。回答者には、売上、営業利益とも 2020 年 9 月

の時点で「増加した」「変わらない」「減少した」の 3 択で回答してもらい、このうち「増加

した」あるいは「変わらない」という回答結果を 1、「減少した」という回答結果を 0 とし

て、ロジスティック回帰を用いてパラメータを推定した。 

説明変数は次の 6 個である。2016 年から 2019 年までの研究開発集約度（対売上高・自

社負担研究開発支出総額比率の平均値）（仮説 1-1）、プロダクト・イノベーション（2016 年

から 2019 年の間に市場に導入した新しいまたは改善した製品）の有無（仮説 1-2）、オープ

ン・イノベーション（2016 年から 2019 年までの間に開発した製品やサービスを自社単独

で開発した場合を 0、他機関と協力して開発した場合を 1 とするダミー変数）（仮説 2-1）、

仮説 2-1 で他機関と開発したと答えた企業のうち何機関と連携したか（最小値 1、最大値 5）

（仮説 2-2）、2016 年から 2019 年までの間に特許権、意匠権、商標権、著作権、営業秘密

を取得または行使した数（最小値 0、最大値 5）（仮説 3-1）、1 つでも知財を活用したと回

答した企業のうち他社と行った知財連携手段の数（自社知財の実施許諾、自社知財の売却、

クロスライセンス、他社知財の活用、他社知財の購入）（仮説 3-2）、である。 

コントロール変数として、2019 年の従業員数、売上高増加ダミー（2016 年から 2019 年

にかけて売上高が増加した場合は 1、していない場合は 0）、製造業ダミー（製造業の場合

は 1、それ以外は 0）、公的支援ダミー（2016 年から 2019 年の間にイノベーション活動や

研究開発活動において何らかの公的支援を受けた場合は 1、受けていない場合は 0）の 4 つ

を設定した。 
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７．仮説検証結果 

図表 16、17 に、それぞれ売上と営業利益を被説明変数にした推定結果を示す。 

 まず仮説 1-1 の研究開発集約度に関する結果に注目すると、売上では正かつ 1％水準で、

また営業利益では正かつ 5％水準で統計的に有意な係数が得られた。したがって、仮説 1-1

は支持された。このことは、pre-COVID における研究開発投資が、COVID-19 到来後の売

上高へのダメージを弱める効果があるとした Biswas（2020）や、研究開発集約度の高い企

業ほど、世界金融危機の最中や危機後に高い経営パフォーマンスを示したとする Lome et 

al.（2016）の研究結果と整合的である。 

 次に、仮説 1-2 のプロダクト・イノベーションに関する結果を確認すると、売上および営

業利益とも、0.1％水準で負の統計的有意となった。よって仮説 1-2 は棄却された。本仮説

は、裏付けとなる先行研究がほとんどない中で生成されたため、最も根拠の弱い状態での検

証となったが、この結果により、仮説 1-2 とは逆に COVID-19 以前にプロダクト・イノベ

ーションを実現した企業ほど COVID-19 のダメージは大きくなる、という結論が示された。 

 オープン・イノベーションに関する仮説 2-1 と 2-2 の推定結果を確認すると、売上、営業

利益における他社連携の有無では 1 あるいは 5％水準で、連携相手の数では売上のみ 5％水

準で正の統計的有意が得られた。よって仮説 2-1 と 2-2 はある程度支持された。自社単独で

実現するよりも他社と連携して実現したイノベーションの方が COVID-19 のダメージは小

さく抑えられていると考えることができる。 

 取得した知財の種類に関する仮説 3-1 では、売上、営業利益とも統計的な有意は得られな

かった。よって仮説 3-1 は棄却された。先行研究からは、取得する知財の種類が多くなるほ

ど、技術や事業の専有可能性が向上することが示唆され、また実務の面でも知財ミックスの

概念は広く浸透している状態であるが、COVID-19 への耐性という点では、明確な結果は

得られなかった。 

知財のオープン化に関する 3-2 では、売上では 5％水準で、営業利益では 0.1％水準で正

の統計的有意が得られた。よって仮説 3-2 は支持された。仮説 2 の研究開発活動のオープ

ン化と同様、知財活動においても積極的にオープン化に取り組んだ企業の方がコロナダメ

ージを小さく抑えている。 

最後にコントロール変数の結果を確認すると、企業規模に関しては統計的な有意は得ら

れていない。先行研究では、欧州を中心に中小企業のダメージの深刻さが報告されていたが、

本研究からはその様子は確認されなかった。ただし、本研究のデータセットでは、特に大企

業のサンプルが十分ではなく、対照的に中堅クラスの企業が多く含まれている。そのため、

統計的な差異が明確には表れなかった可能性はある。その一方、製造業ダミーでは 0.1％水

準で負の統計的有意となった。これは一部の先行研究と整合的である（e.g. ILO, 2020; 

Badkar & Greeley, 2020）。 
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図表 16 推定結果（被説明変数：売上） 

 
 

  

被説明変数

従業員数 0.028 0.030 0.030 0.028

(0.021) (0.022) (0.022) (0.022)

売上高増加ダミー 0.377 0.395 0.387 0.384

(0.496) (0.485) (0.482) (0.512)

製造業ダミー -1.630 *** -1.628 *** -1.616 *** -1.689 ***

(0.449) (0.439) (0.445) (0.488)

公的支援ダミー -0.110 -0.102 -0.102 -0.129

(0.263) (0.272) (0.273) (0.299)

研究開発集約度 0.754 ** 0.601 **

(0.443) (0.413)

プロダクト・イノベーション -0.921 *** -0.899 ***

(0.385) (0.388)

オープン・イノベーション 0.645 ** 0.454 *

(0.332) (0.252)

0.422 * 0.399 *

(0.315) (0.301)

取得した知財の種類数 0.585 ** 0.490 *

(0.402) (0.311)

0.591 ** 0.533 **

(0.312) (0.300)

Observations

R2 0.214 0.221 0.199 0.215

Adjusted R2 0.204 0.199 0.184 0.200

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

Model 1

売上

Model 4

134

連携機関数

知財における他社連携の
数

Model 2 Model 3
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図表 17 推定結果（被説明変数：営業利益） 

 
 

８．考察 

８．１．研究開発集約度の高さとCOVID-19の影響 

複数の先行研究と同様、本研究でも COVID-19 到来直前までの研究開発投資が、COVID-

19 到来後の売上高へのダメージを弱める効果が認められた。実務的な側面から見ても、経

済危機が訪れる直前までにいかに研究開発投資を行っていたかが、危機中のパフォーマン

スを規定すると考えるのは受け入れやすい。このような企業は、危機が訪れた際、ほかの企

業に先駆けて急変した需要に対応し、新しい製品やサービスを上市することができる可能

性が高い。 

また、この結果の解釈として、Biswas（2020）は、リソースベースドビューを理論的支

柱の 1 つとしている。Wernerfelt（1984）によると、研究開発投資は企業内部のコアコン

ピタンスを強化し、結果的に市場におけるイノベーション競争の勝利につながる可能性を

高める。この研究報告後も、多くの実証研究が企業の研究開発活動と経営パフォーマンスの

正の関係を報告している（e.g. Hashi & Stojcic, 2013; Raymond et al., 2015）。 

さらに、追加で実施したインタビュー調査からは、研究開発投資と COVID-19 の関係に

ついて次のような事実が確認された。 

被説明変数

従業員数 0.047 0.051 0.051 0.051

(0.024) (0.033) (0.033) (0.040)

売上高増加ダミー 0.401 0.422 0.430 0.491

(0.441) (0.458) (0.449) (0.528)

製造業ダミー -0.683 ** -0.677 ** -0.590 * -0.683 *

(0.401) (0.411) (0.420) (0.460)

公的支援ダミー -0.228 -0.200 -0.215 -0.340

(0.272) (0.266) (0.269) (0.331)

研究開発集約度 0.454 ** 0.363 *

(0.333) (0.258)

プロダクト・イノベーション -1.212 *** -1.100 ***

(0.466) (0.421)

オープン・イノベーション 1.005 ** 0.799 **

(0.420) (0.332)

0.579 * 0.433

(0.342) (0.302)

取得した知財の種類数 0.112 0.101

(0.105) (0.044)

0.880 *** 0.699 **

(0.479) (0.369)

Observations

R2 0.219 0.206 0.205 0.219

Adjusted R2 0.202 0.191 0.191 0.191

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

連携機関数

知財における他社連携の
数

134

営業利益

Model 5 Model 6 Model 7 Model 8
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 当社では研究開発投資が途切れたことはない。そのため過去に需要が見通せず中断し

た開発案件が複数あるが、そのうちの 1 つがコロナ禍で生じたお客様のニーズを満た

す可能性が浮上し、急遽対応した（技術開発部門の責任者）。 

 お客様の需要が急速に減少、あるいは変化してしまったため、急遽、研究開発者を営業

担当者に貼り付け、需要の掘り起こしを行った。その時は「やれることはなんでもやろ

う」という感覚だったが、そのうちの 2 案件は今後の主軸になる可能性がある。 

 このように、単に研究開発集約度が高いことよりも、それを活かした臨機応変のマネジメ

ントが奏功している様子が伺える。 

 

８．２．pre-COVIDにおけるイノベーションの実現とCOVID-19の関係 

先行研究では、COVID-19 直前までに実現したイノベーションが、COVID-19 到来後に

どのような影響を受けたのかはほとんど議論されていない。そこで本研究では、pre-COVID

期にプロダクト・イノベーションを実現した企業ほど、COVID-19 のダメージは小さいと

いう仮説を立て検証を行ったが、結果としては逆の推定結果が得られた。すなわち、新しい

製品やサービスを上市して間もない企業ほど COVID-19 のダメージが大きいという可能性

が示唆された。 

本研究では、さらに詳細な検討を行うために追加の分析を行った。図表 10 のイノベーシ

ョンに関する 16 の戦略のうち、新製品開発、新生産方法、新チャネル開拓、異業種連携、

データ利活用（3 項目の平均値）の 5 つの戦略に対し、「目標を達成した」「ある程度目標を

達成した」のいずれかを選択した場合を 1 とする説明変数を設定し、これまでと同様に被

説明変数に売上、営業利益を設定した重回帰分析を行った。その結果を図表 18 に示す。 

この結果として、新製品開発および新生産方法の係数はどちらも負の統計的有意となっ

た。このことから、やはり pre- COVID に実現したプロダクト・イノベーションやプロセ

ス・イノベーションは、比較的大きなダメージを負っている可能性が示唆される。他方、デ

ータ利活用や異業種連携においては、正の統計的有意が得られた。このうち、データ利活用

に関しては、過去の世界的な経済危機とは異なる COVID-19 の特徴と言える（McKinsey, 

2020)。世界銀行の調査によると、51％の企業が IT スキルの向上、ネットワーク環境の増

強、デジタルプラットフォームの拡張、サプライチェーンにおけるデータの共有といった

DX 関連の投資を 2020 年中に強化している（Apedo-Amah et al., 2020）。 

このように、COVID-19 の場合には、外出の自粛や街のロックダウンがデジタル関連サ

ービスの需要増大を招いた。したがって、2008 年の世界金融危機の分析結果のように、そ

れまでの研究開発投資の総量がポジティブな効果をもたらすのではなく、データ利活用や

デジタル化への重点的な投資が明暗を分けた可能性が考えられる。 
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図表 18 各戦略と COVID-19 のダメージの関係 

 

 

８．３．イノベーション活動のオープン化とCOVID-19の関係 

 本研究の結果より、自社単独で実現したイノベーションよりも、多くの機関と連携して実

現したイノベーションの方が、COVID-19 のダメージは小さいということが明らかになっ

た。また図表 18 からは、異業種連携を実現した企業ほど、COVID-19 のダメージが小さく

なった。それでは、なぜこのようにイノベーション活動をオープン化した事業の方が危機に

強いのか。 

その結果を詳細に確認するため、連携機関数とコロナダメージの関係を図表 19 に示す。

連携相手はサプライヤー、顧客、競合他社、大学・公的研究機関、コンサルタント、NPO 法

人を含む。このうち 6 機関すべてと連携した企業は 2 社のみであったため、それを外した。

同図表からは、連携相手の数が 3 機関程度まではコロナダメージに対する耐性が強くなっ

ていき、4 社あたりで飽和している。この結果が得られた理由として、本稿では、5 社への

インタビュー結果および先行研究から、次の 2 点に整理したい。 

 1 つ目は、異業種連携を遂行しイノベーションを実現した企業における知識吸収能力とそ

の活用力の高さである。Cohen & Levinthal（1990）によって広く認知されるようになった

組織における知識の吸収能力は、社外の知識の価値を認識するためのサーチ能力や、その知

識にアクセスするための補完的資産を持つかどうかにも議論が及ぶ（e.g. Arora & 

従業員数 0.025 0.025

(0.020) (0.020)

売上高増加ダミー 0.382 0.621

(0.560) (0.528)

製造業ダミー -1.747 *** -0.667 *

(0.504) (0.460)

公的支援ダミー -0.143 -0.340

(0.346) (0.331)

各イノベーション戦略

新製品開発達成 0.159 -1.240 ***

(0.520) (0.507)

新生産方法達成 -0.954 * -0.865 *

-0.502 (0.490)

新チャネル達成 (0.520) (0.258)

(0.549) (0.526)

異業種連携達成 0.887 * 0.769 *

(0.594) (0.549)

データ利活用 1.685 *** 1.287 ***

(0.602) (0.558)

Observations

R2 0.312 0.302

Adjusted R2 0.288 0.278

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

134 134

売上 営業利益
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Ceccagnoli, 2006）。インタビューを実施した 5 社とも、着実にこれらの能力を蓄積してお

り、結果的に COVID-19 の危機下においてもこれらの能力を発揮していた。 

 2 つ目は、多くの連携相手を持つことで、アクセスする市場や販路の多様性を確保してい

ることである。特に顧客等との連携を密にすることで、自社単独のイノベーションよりも多

くの市場にアクセスすることを可能とし、結果的に売上の大幅な落ち込み等のリスクを分

散している可能性がある。ただし、あまりに多くの機関と連携しても、自社の組織能力に限

界が訪れることは既存研究からも示唆される（Nishikawa & Kanama, 2019）。 

 

図表 19 連携相手の数と COVID-19 のダメージの関係 

 
 

８．４．知財マネジメントのオープン化とCOVID-19の関係 

本研究の設計では、自社が保有する知財の他社への提供に関する項目が 3 つ、他社が保

有する知財の自社導入に関する項目が 3 つ、そしてクロスライセンスに関する項目が 1 つ

用意されている。そこで、それぞれを IP アウトバウンド、クロスライセンス、IP インバウ

ンドとして括り、これまでと同様に売上、営業利益を被説明変数として重回帰分析を行った。

その結果を図表 20 に示す。 

IP インバウンドと営業利益の関係において統計的有意は付いていないが、その他の項目

については正の統計的有意が認められた。特にその係数を比較すると、IP アウトバウンド

が最も大きくなっている。すなわち、自社が保有する知財を他社へ提供している企業ほど、

売上や営業利益に対する COVID-19 の影響は小さいことを意味する。 

研究開発のオープン化に関する研究については、技術導入に着目した分析が、技術提供と

比較して豊富な知見が蓄積されていると指摘されてきた（Felin & Zenger, 2014; Gassman 

et. al., 2010）。結果として、技術導入を通じてイノベーションを生み出す確率が高まること、

イノベーションの質も向上することが数多く報告されており、今日これらは定型化された

事実となりつつある（e.g. Lööf & Brostrom, 2008; Motohashi, 2005; Robin & Schubert, 

2013）。 
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他方、技術提供の実証研究はやや遅れてきた。その背景には、企業が他社に技術を提供す

る行動について、そのインセンティブを明確に提示できていなかったことがある。他の組織

への技術提供は市場における潜在的な競争相手を生み出すことになる。そのため、研究開発

を行うインセンティブを技術の先取りがもたらす利益に求める従来の理論モデルからする

と、他社への知識・技術の提供は理解に苦しむ企業行動であった（Reinganum, 1983）。 

そのような中、最近ではアウトバウンドについても実証が増えてきている（e.g. 

Lichtenthaler, 2009）。社外への技術提供が自社に有利な標準の策定に結びついたり、市場

の拡大に寄与することなどが明らかになるとともに、秘匿する情報と公開する情報を戦略

的に事前設計することで、競争優位なビジネスモデルを構築する方策などが提唱されてい

る（小川、2014）。 

このような背景から、どのような知財戦略がオープン・イノベーション活動を促進し、そ

の帰結として企業競争力を高めるかという研究も増えている。例えば Grimaldi, Greco & 

Cricelli (2021）は、明確な知財戦略を持たない企業ほど技術提供に消極的で、逆に強い知

財を取得した企業ほど積極的に技術提供する傾向にあることを示した。さらに、新たな市場

を創出・拡大する目的で他社と協調的な知財戦略を採用する企業が、最も高い経営パフォー

マンスを示したと報告している。本研究の結果も、この結果と整合性がある。 

こういった企業の強みとして、強い情報ネットワークを有していることが考えられる。そ

れによって、危機時にも迅速な対応を可能とし、他社に先駆けたリアクションを起こすこと

を可能にすることが考えられる（Siegel et al., 2016）。 

 

図表 20 知財の連携と COVID-19 のダメージの関係 

 

被説明変数

従業員数 0.030 0.031

(0.020) (0.020)

売上高増加ダミー 0.890 0.805

(0.572) (0.524)

製造業ダミー -1.443 ** -0.180

(0.583) (0.556)

公的支援ダミー -0.603 -0.822 **

(0.469) (0.459)

知財マネジメント

IPアウトバウンド 1.202 *** 1.118 ***

(0.669) (0.602)

クロスライセンス 0.999 ** 0.795 **

(0.553) (0.503)

IPインバウンド 0.876 ** 0.590

(0.529) (0.399)

Observations

R2 0.258 0.261

Adjusted R2 0.222 0.221

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

売上 営業利益

134 134
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９．まとめと本研究の課題 

本研究は、日本国内の企業を対象とした質問票調査を用いて、企業のイノベーション活動

や研究開発活動と COVID-19 の経営パフォーマンスに対する影響の関係を分析した。その

結果、次の 3 点が明らかになった。 

第一に、COVID-19 到来直前までの研究開発投資の高さが、COVID-19 到来後の売上や

営業利益へのダメージを弱める効果が認められた。このような企業は、危機が訪れた際、ほ

かの企業に先駆けて急変した需要に対応することが可能となるなど、内部資源の充実が危

機への対応力の違いとなって表れることが、先行研究の議論からも確認できる。 

 第二に、COVID-19 到来直前の 4 年間の間に新しい製品やサービスを上市した企業ほど

COVID-19 のダメージが大きいことが明らかになった。これらの企業では、積極的に知財

を取得したり、プロダクトだけではなくプロセス・イノベーションにも注力したりと、いわ

ゆるイノベーティブな企業に見られる典型的な特徴が浮かび上がった。他方、この間にデー

タ利活用や異業種連携を推進した企業は、COVID-19 のダメージが小さかった。 

 第三に、自社単独で実現したイノベーションよりも、他社と連携して実現したイノベーシ

ョンの方が、COVID-19 のダメージは小さいことが明らかになった。このことは、知財のオ

ープン化の視点からも実証された。第二の発見からは、pre-COVID における単純なプロダ

クト・イノベーション実現は COVID-19 に弱いことが示されたが、すべてのイノベーショ

ンがそうであるわけではなく、積極的にイノベーション活動のオープン化を進めてきた企

業ほど、COVID-19 のダメージを受けていない様子が示唆された。このような結果が得ら

れた背景として、異業種連携を遂行しイノベーションを実現した企業における高い知識吸

収能力、多くの連携相手を持つことで可能となる販路の多様性や柔軟性、強い情報ネットワ

ークの存在が考えられる。特に他社へ積極的に技術提供を進めてきた企業にとって特徴的

な傾向と言える。 

最後に、本研究の課題について、次の 3 点にまとめる。1 点目は、サンプルの不完全性に

ある。本研究では、データ収集の即効性を重視したプロセスを経たため、標本集団の偏りを

大きく犠牲にしてしまっている。結果として、複数の点において日本を代表するデータセッ

トとはとても言えない構成になっている。加えて、COVID-19 の影響は業種によって大き

く異なることが容易に想像される反面、これを十分に制御することができていない。今後、

業種毎の差異や日本全体のイノベーション活動に対する COVID-19 の影響を捉えるために

は、全国イノベーション調査のように、より大規模で精緻なサーベイを実行する必要がある。 

2 つ目は、タイムラグの問題である。本研究で構築したデータセットは単年度のデータで

あるため、COVID-19 が企業に及ぼすダイナミックな影響を捉えることはできない。また

本研究では、3 年程度のタイムラグを設定した上でイノベーション・パフォーマンスを推定

した先行研究（e.g. Brem et al., 2020; Kanama & Nishikawa, 2017）を参考に、2016-2019

年という期間を設定したが、他の先行研究からは最先端の研究開発の結果がアウトカムに

繋がるまでの時間は平均して 6 年から 8 年程度かかることが示されており（Odagiri & 
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Murakami, 1992）、本研究のように 4 年間とした場合、最先端の研究開発の成果が結実す

る前に COVID-19 が到来したケースを含むと考えられる。 

 3 つ目は、本研究の形式にある。本研究は仮説検証の形式を採用しているが、その内実は

現象把握と実態解明に近く、いわゆる発見型のアプローチになっている。上記の第二、第三

の発見事実はその典型と言える。逆に、なぜそのような現象が観察されたかという根拠は、

ほとんど提示できていない。したがって今後は、改めてこれらの現象を巡る理論的背景を整

理し、より精緻な仮説生成と検証を行う必要がある。 
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